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森・濱⽥松本法律事務所(東京、北京オフィス)で約9年で勤務し、国際紛争・倒産、知的財産、海外投資等を扱う
現事務所に参画後、⾦融、医療、不動産、MaaS、ITなどの業界におけるビジネスへのアドバイス、新たな制度構築などについて活動。政府の
審議会、⾃治体のアドバイザー、業界団体の理事や東京⼤学法学部⾮常勤講師など、産官学の様々な役職を務める
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個⼈情報保護・データ利活⽤の分野において、内閣官房デジタル⾏財政改⾰会議事務局政策参与（データ利活⽤制度検討担当）、同会議「デー
タ利活⽤制度・システム検討会」委員、内閣府規制改⾰推進会議スタートアップイノベーション促進WG座⻑、厚⽣労働省健康・医療・介護情
報利活⽤検討会 医療等情報の⼆次利⽤に関するWG委員、総務省特定利⽤者情報の適正な取扱いに関するWG委員、国⼟交通省「交通分野にお
けるデータ連携の⾼度化に向けた検討会」委員、⼀般財団法⼈⽇本情報経済社会推進協会（JIPDEC）個⼈情報保護指針改定に伴うマルチステー
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総務省AIネットワーク社会推進会議 ガバナンス検討会 委員
東京都国際⾦融フェロー



１ データ政策を取り巻く環境変化①
ー 国内外のAI政策の動向 ー



2025年のAI政策の変化
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国際的なAIに関する政策の概観
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欧州AI規則の概要
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出典︓欧州連合⽇本政府代表部「EU AI規則の概要」 （https://www.eu.emb-japan.go.jp/files/100741144.pdf）

• 現時点では、GDPRのようなブラッセル効果は発現していない
• リスク管理のフレームワークを検討する際など、カテゴリ分けは参考になる部分もあるが、EU域外で直ち

に同種のフレームが広がらないため、社内でのEU内外の切り分けをどのように⾏うかは重要論点（⽇本の
⽅向性も次ページ）

• 欧州⾃体はデジタル政策の転換を図ろうとする側⾯がありつつも、既に制定した規制⾃体は施⾏に進めざ
るをえない状況



⽇本 内閣府AI制度研究会 「中間取りまとめ」概要
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AIに関するルールの考え⽅
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環境変化への即応性の意識する必要性
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出典︓総務省・経済産業省 「AI事業者ガイドライン（第1.0版）概要」

• ⽣成AIの登場により、⼀層急激な、事業環境の変化が起きてきている。⼈⼝減少社会で若年⼈⼝が限定さ
れる⽇本では、環境変化の中での競争⼒確保、既存事業の維持のいずれの観点でもAI利⽤は重要課題に

• AI事業者ガイドライン⾃体も、現在アップデートの議論がなされている
• AIガバナンスの構築にあたり、組織整備への強いコミットに基づき、リスク評価のフレームの整備だけで

なく、社内組織・規程の組織のガバナンスの整備が重要となる



２ データ政策を取り巻く環境変化②
ー データ利活⽤制度の検討 ー



データ利活⽤と保護を意識したデータ法制の整備
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議（第９回） 資料１

• 欧州においては、個⼈情報等のデータ保護だけでなく、データ利活⽤に向けた制度も整備
• ⽇本でもデータ保護だけでなく、データ利活⽤に向けた制度・システムの整備の議論が開始
• ⽇本でもPSD2に対⽐すべき法制として銀⾏法の銀⾏API法制や、医療分野の⼆次利⽤に関する次世代医療

基盤法、電気事業法でのスマートメータ利⽤など、いくつかの分野で散発的な検討・制度整備がなされて
いるが、全般的なデータ利活⽤の推進には⾄っていない



産業データに着⽬各国の動向
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出典︓デジタル庁 国際データガバナンス検討会（第3回）資料２（経済産業省提出資料）

• データ利活⽤に関する議論の主要分野は、医療、教育、⾦融、産業の4分野になっている。医療から⾦融
の各産業分野については後述するが、産業データでも各国においてデータ政策の進展が著しい

• 但し、欧州を含め、インセンティブ設計（誰にどのような義務を課すか、テロ対策・マネロン・カーボンなどの強制できるような政
策課題があるか、費⽤負担等をどうするか等）を考慮しない制度を安易に構築すると、むしろ規制回避を志向する者が増え、逆効果
になる場合もある

• 欧州データ法のようにデータ提供義務付けなどを内容とする直接的な産業データ流通に向けた政策も存在
• ⼀⽅で、⽶中など含め、（経済）安全保障などの関係から、データの越境規制、ローカライゼーションな

どの取り組みも進んでいる（ユーザ保護そのものだけでなく社会法益保護ないし地政学の側⾯が⼊る）
• 越境データ移転は増加しており、単に回避を図ることも難しい中、どのようにデータガバナンスに取り組むかが重要に



（参考）DFFTに関する環境整備
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出典︓デジタル庁 第2回 データセキュリティワーキンググループ 資料１

• 2019年１⽉に安倍⾸相（当時）が提唱したDFFT（Data Free Flow with Trust︓信頼性のある⾃由な
データ流通）については、 G７での議論を経て、OECDでのInstitutional Arrangement for Partnership 
(IAP︓パートナーシップのための制度的アレンジメント)が整備されている

• このIAPの初期プロジェクトの⼀つとして、⽇本とASEANとの連携も踏まえた、データの越境移転に関す
る政策・規制の透明性向上も重要課題になっている

• 2024年６⽉G７イタリアでは、IAPの⽴ち上げが承認されたが、⽇本もコメントを⾏ったデータセキュリ
ティに関する議論も⾏われた

• 制度⾯における透明性向上だけでなく、PETs（Privacy Enhancing Technologies）のような技術の側⾯
や、単⼀組織間データが格納されず、移転する中でデータからの視点でのセキュリティ要件をどのように
整備していくかが今後議論される



データ利活⽤に関する検討の視点
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議（第８回） 資料３

• エンドユーザ起点での情報利⽤についての議論がなされているが、個⼈情報だけでなく法⼈情報など⾮個
⼈情報も想定されている

• 銀⾏法、電気通信事業法等、ユーザデータについては、個⼈・法⼈の法制を問わず、制度整備している事例もあること、産業データ
の整備も議論の主題の⼀つになっていることに留意

• 社会起点についても、旧来公益性を認めてデータ連携基盤・DB等を整備してきている分野に限るものでは
ない



（参考） ⾦融分野の論点例
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第４回データ利活⽤制度・システム検討会 資料3

• オープンAPIの基盤となる制度が整備された範囲が銀⾏⼝座のみであった（平成29年銀⾏法
改正）が、オープンバンキングから、オープンバンキングに限らないオープンファイナンス
への拡⼤がまず議論されている



（参考） 医療分野の論点例
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第５回データ利活⽤制度・システム検討会 資料２

• 医療分野では、次世代医療基盤法の改正施⾏（2024年施⾏）が整備されているが、その他に
もがん登録法、感染症他、個⼈情報保護法の法令例外がいくつか設けられている

• 本年度厚⽣労働省提出の改正医療法等の法案により、電⼦カルテ情報共有サービスを公的DB
として整備するほか、厚労省所管の現⾏の公的9DB（NDB、がんDBほか）に加え、今後整
備される上記サービスも含めて、仮名化情報での⼆次利⽤の基盤を整備しようとしている

• これらに加えて、⼀層の利活⽤推進のための、⼀次利⽤、⼆次利⽤、システム⾯での課題に
ついて検討がなされている（なお、2023年に閣議決定された規制改⾰実施計画では、医療機
関等の⼀次利⽤における個⼈情報の同意原則のあり⽅を再検討することなども検討項⽬とさ
れていた）



３ 個⼈情報保護法３年⾒直しの動向
ー諸外国法制との⽐較も含めー



諸外国における個⼈情報保護法制の動向
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1. ⽶国
• 連邦レベルではAPRA等の個⼈情報保護法制の整備がなされる可能性は後退し

た状況にある。もっとも、データブローカーが⽶国在住の個⼈の特定の個⼈識
別可能な機密データを北朝鮮、中国、ロシア、イラン、またはこれらの国に管
理されている団体に販売、ライセンス供与等することを違法とするProtecting 
Americansʼ Data from Foreign Adversaries Act of 2024が可決されるなど
している

• FTCは、積極的に執⾏を⾏っており、データブローカー、ダークパターン、⼦
どもの個⼈情報等のフロンティアとなる領域で⾒解公表や執⾏が増加している

• CFPBは、2024年12⽉、機密性の⾼い個⼈情報や財務情報を販売するデータブ
ローカーを規制する規則を提案している



諸外国における個⼈情報保護法制の動向
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1. ⽶国
• 州法レベルでの個⼈情報保護法制の整備も進んでいる（2025年施⾏予定の州法

は以下のとおり）。もっとも、州ごとに特徴があり、例えば、個⼈データの量
や企業の収益等を踏まえて適⽤範囲が定められる州も多いが、全ての企業に適
⽤されるネブラスカ州のような例もある。メリーランド州は厳しいデータ最⼩
化要件を課すほか、センシティブデータや18歳未満の個⼈データの販売禁⽌を
定めている。ミネソタ州は、消費者にプロファイリング結果に疑問を呈する権
利などを定めている
 アイオワ州消費者データ保護法 ( ICDPA ) – 2025年1⽉1⽇
 デラウェア州個⼈情報保護法（DPDPA） – 2025年1⽉1⽇
 ネブラスカ州データプライバシー法（NDPA） – 2025年1⽉1⽇
 ニューハンプシャー州プライバシー法（NHDPA） – 2025年1⽉1⽇
 ニュージャージー州データプライバシー法（NJDPL） – 2025年1⽉15⽇
 テネシー州情報保護法（TIPA） – 2025年7⽉1⽇
 ミネソタ州消費者データプライバシー法（MCDPA） – 2025年7⽉31⽇
 メリーランド州オンラインデータプライバシー法（MODPA） – 2025年

10⽉1⽇
• 州レベルではAI法制も進んでおり、2024年にはコロラド州でAI法が制定された

（2025年２⽉施⾏）。連邦レベルではAI関連法の制定が遠のいたこともあり、
今後も州ごとでの法整備が進んでいく可能性が考えられる



諸外国における個⼈情報保護法制の動向
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2. 欧州
• GDPRに関連する法令の施⾏が続く状況にある NIS2指令や⾦融分野のデジ

タルでの運⽤の持続性を求めるDORA、データ法、AI規則等の、個⼈情報と
隣接するセキュリティ関係の指令、規則等の施⾏が続いている。なお、AI規
則のうちハイリスクAIについては2025年２⽉２⽇、汎⽤型AIについては
2025年８⽉２⽇から施⾏される

• EDPBは、2025年１⽉16⽇に「仮名化ガイドライン（Guidelines 01/2025 
on Pseudonymisation）」を公表し、２⽉28⽇まで意⾒募集を⾏った

3. 英国
• データ保護法制の整備を⾏おうとしているが、まだ法改正に⾄っていない

現在は、 multi-faceted Data (Use and Access) Bilの可決を狙う状況にある
が、仮に可決された場合には、データ主体の権利や⾃動意思決定など、いく
つかの重要な分野で英国とEUのデータ保護法に相違が⽣じることになる

• この法制は、データ保護だけでなく、エネルギー、通信、インフラ、医療お
よび社会福祉、⾦融サービスなど、英国経済の多くの分野でデータをより有
効活⽤するための法案でもあるとされる（⾦融のオープンバンキングのよう
なフレームワークを形成、デジタルID認証フレームワークの整備等）



諸外国における個⼈情報保護法制の動向
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４．中国
• 個⼈情報保護法の実施のための規則整備が進められたが、データの越境移転、

個⼈情報保護のコンプライアンス監査、電⼦ID認証などに及んでいる。国全
体だけでなく地域・都市レベルでの政策・試⾏的取り組みも進んでいる

• CACはデータの越境移転に関するルールを導⼊しているが、規制を明確化し
越境移転を推進する側⾯があるものであったが、越境データについては欧州
との協議・合意を進めるなど、データセキュリティガバナンスを積極的に整
備しようとする姿勢も⾒える



諸外国における個⼈情報保護法制の動向
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5. インド
• デジタル個⼈データ保護法（Digital Personal Data Protection Act, 2023）

が定められているが、分野を限定しない包括的な個⼈情報保護法であり、以
下の特徴がある

• センシティブデータに関するカテゴリーが存在しない
• 域外適⽤がある法令であるが、適⽤免除（同法17条）についてはスタートアップ

等の⼩規模事業者の特例等は設けられていない
• 個⼈情報の処理は、同意⼜は正当な利⽤のみが許されており、GDPRのような契約

履⾏等のカテゴリーがない（同法4条1項）
• データ受託者に関する義務（同法8条）を整備しており、安全管理措置の整備だけ

でなく、個⼈の権利⾏使に関する対応や、正確性の確保なども求めている。なお、
重要データ受託者に対してはDPOや独⽴データ監査⼈の選任やDPIAの実施などよ
り⾼度の要求を求めている

• 越境移転については、インド国外への移転を政府通達により制限できるものとされ
ている（同法18条）

• 個⼈の権利としては、データ受託者に苦情処理を求める権利や、死亡・⼼神喪失時
のノミニー選任などの権利が定められている（同法13、14条）

• 罰則も整備されており、データ受託者の安全管理措置違反は25億ルピー以下の罰
⾦などとなっており、その他の法令違反もその内容により罰⾦が定められている

• DPDPAには内容が不明確な部分が多い⼀⽅で、罰則が重いという紹介もあっ
た。2025年1⽉3⽇から意⾒公募が開始された「2025年デジタル個⼈データ
保護法規則案」はDPDPAの規定を補完するものであり、今後に注⽬される



個⼈情報保護法の⾒直しの根拠

24

• 個⼈情報の保護に関する法律等の⼀部を改正する法律
（令和２年法律第44号） ※令和４年４⽉１⽇全⾯施⾏

• 附 則
• 第⼗条 政府は、この法律の施⾏後三年ごとに、個⼈情報の保護に関する

国際的動向、情報通信技術の進展、それに伴う個⼈情報を活⽤した新た
な産業の創出及び発展の状況等を勘案し、新個⼈情報保護法の施⾏の状
況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づい
て所要の措置を講ずるものとする。



これまでの３年⾒直しの検討状況
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• 2023年
 ９〜10⽉ 「改正個⼈情報保護法の施⾏状況について」公表
 11⽉15⽇ 「個⼈情報保護法 いわゆる３年ごと⾒直し規定に基づく検討」公表

• 2024年
 ２⽉21⽇ 「個⼈情報保護法 いわゆる３年ごと⾒直し規定に基づく検討項⽬」公表
 6⽉27⽇ 「中間整理」公表（〜7⽉29⽇までパブコメ実施）
 9⽉ 4⽇ 「中間整理」に関する意⾒募集の結果・今後の検討の進め⽅ 公表
 10⽉16⽇ 「個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと⾒直しの検討の充実に向けた視点」公表
 12⽉25⽇ 「個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと⾒直しに関する検討会 報告書」公表

• 2025年
 １⽉22⽇ 「「個⼈情報保護法 いわゆる３年ごと⾒直しに係る検討」の今後の検討の進め⽅
 について」公表
 2⽉ ５⽇ 「個⼈情報保護法の制度的課題に対する考え⽅（案）について（個⼈データ等の取扱いに

おける本⼈関与に係る規律の在り⽅）」公表
 2⽉ 19⽇ 「〃（個⼈データの取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに適切に対応した規律の在り

⽅））」公表



2024年6⽉「中間整理」の概要
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1. 個⼈の権利利益のより実質的な保護の在り⽅
I. 個⼈情報等の適正な取扱いに関する規律の在り⽅

a. ⽣体データ
b. 「不適正な利⽤の禁⽌」「適正な取得」

II. 第三者提供規制の在り⽅（オプトアウト等）
III. こどもの個⼈情報等に関する規律の在り⽅
IV. 個⼈の権利救済⼿段の在り⽅

2. 実効性のある監視・監督の在り⽅
I. 課徴⾦、勧告・命令等の⾏政上の監視・監督⼿段の在り⽅
II. 刑事罰の在り⽅
III. 漏えい等報告・本⼈通知の在り⽅

3. データ利活⽤に向けた取組に対する⽀援等の在り⽅
I. 本⼈同意を要しないデータ利活⽤等の在り⽅
II. ⺠間における⾃主的な取組の促進

4. その他
出典︓令和６年６⽉26⽇ 第292回個⼈情報保護委員会資料１(委員⻑預かり修正後資料)



2024年10⽉ 「中間整理」パブコメを踏まえた進⾏の修正
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• ステークホルダーとの対話⽅針の強調
• 課徴⾦・団体差⽌請求制度等に関する検討会の設置

出典︓https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_susumekata_r6.pdf



2024年10⽉ 「中間整理」パブコメを踏まえた進⾏の修正
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• 「中間整理」は維持しつつも、利活⽤に向けた検討の論点も⽰すもの
• 同意のあり⽅などの基本的なガバナンスの仕組みについては、今回の３

年⾒直しだけに限らず、⼀部持ち越しもあるとも思われる

出典︓https://www.ppc.go.jp/files/pdf/minaoshi_susumekata_r6.pdf



個⼈情報保護法⾒直しに関する視点
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第２回データ利活⽤制度・システム検討会資料１

• 個⼈情報保護委員会事務局において、個⼈情報保護制度の基本的在り⽅
に関するヒアリング（有識者11名、17団体が対象）を実施

• リスクの所在について、⾃⾝のデータの⾃由意志に基づいて制御できる
かよりも、評価・選別で不利益を受ける可能性が重要と指摘
 A 本⼈の想定しない評価・判断を受けるリスク、B 平穏な⽣活が害され、犯罪等

の悪意⾏為等に晒されるリスク、C 秘匿したい情報について事業者に開⽰後に認識
できず利⽤されるリスクや、D 本⼈の意思に反して情報が取得・利⽤されたり、識
別性がないはずの情報から特定されるリスクなども考えられる



個⼈情報保護法⾒直しに関する視点
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第２回データ利活⽤制度・システム検討会資料１

• 本⼈に直接の影響がない場合には、事業者のガバナンスを確保するため
の本⼈関与は必要がないのでは︖、という視点は後に統計情報等（⽣成
AI開発等も想定）の枠組みに繋がると思われる

• ⼀⽅で、データポータビリティに関しても⾔及があり、今回の改正で直
ちに導⼊されるとまでは想定されないものの、消費者委員会「消費者を
エンパワーするデジタル技術に関する専⾨調査会」報告書第3・5などで
も類似論点の議論がされており、今後の議論の動向に着⽬を要する



個⼈情報保護法⾒直しに関する視点
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第２回データ利活⽤制度・システム検討会資料１

• ガバナンスについて、実際には委託先が⼤⼿の事業者であり、むしろ委
託先の⽅が対応能⼒が⾼い場合があることも認識された → 委託先管
理に関する枠組みの整備は、実務的対応に影響が⼤きい可能性もある

• 全体的なガバナンスのあり⽅も議論がされており、課徴⾦等を含めた制
裁整備も、データ利活⽤に向けたパッケージの⼀部であることを⽰唆す
るものとも思われる



個⼈情報保護法⾒直しに関する視点
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第２回データ利活⽤制度・システム検討会資料１

• ⾏政機関等に関する官⺠を通じたデータ利活⽤は、先般の医療分野など
も含めて、今後役割が⼤きくなる可能性がある

• また、特別法の整備が有⽤との⽅針は、過去の議論と⽐較して、柔軟な
⾒解が⽰されているものであり、デジタル⾏財政改⾰会議の出⼝となる
制度整備の際に、重要なポイントになると思われる



個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと⾒直しに関する検討会
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出典︓個⼈情報保護医委員会第７回 個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと⾒直しに関する検討会参考資料1 

• 個⼈情報保護委員会では、2024年7⽉から課徴⾦制度、団体による差⽌
請求制度及び被害回復制度を主な議論対象として、有識者会議を開催。
同年12⽉18⽇に報告書をとりまとめたもの

• 課徴⾦納付制度については、以下の⽅向性が⽰唆
• 現実に発⽣しており、かつ剥奪すべき違法収益が観念されるものに限られるか
• 第三者提供等に関する違法⾏為（違法な第三者提供、不正取得、不適正利⽤等）と、漏えい等・

安全管理措置に関する重⼤違反⾏為（漏洩等の原因となった安全管理措置義務違反等）が対象か
• ⼤規模な違反⾏為（1,000⼈以上）のみとすることになるか



制裁⾦制度に関する諸外国の状況
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出典︓個⼈情報保護医委員会第７回 個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと⾒直しに関する検討会参考資料1 



個⼈情報保護法上の差⽌請求制度の検討について
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出典︓個⼈情報保護医委員会第７回 個⼈情報保護法のいわゆる３年ごと⾒直しに関する検討会参考資料1 

• 認定団体は、事業者の⾃主的取組を⽀援することによる信頼の醸成とい
う役割を担う⼀⽅、適格消費者団体が関与する新たな仕組みを導⼊する
ことで、個⼈（消費者）と事業者との間でより実効的なコミュニケー
ションが⾏われることが期待する議論もされている



個⼈情報保護法⾒直しに関する視点（2025年1⽉）
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第４回データ利活⽤制度・システム検討会資料２

• 2025年1⽉22⽇には、個⼈情報保護法に関する課題の再整理がなされて
いる。ここまで制裁強化に傾いているのではという議論もある中で、個
⼈情報保護法内での利活⽤に関するパッケージも提⽰された

• 特に事務局ヒアリングを通じて得られた視点を踏まえて、同意規制のあ
り⽅や、漏洩通知等のあり⽅、委託業務における個⼈情報の取扱いに関
する義務を誰が負うか、などが追加視点として強調された



個⼈情報保護法⾒直しに関する視点（2025年1⽉）
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第４回データ利活⽤制度・システム検討会資料２

• 以下が現時点での論点の全体像となる
• 従前からの論点の中では、事業者において特に対応を要することになる

と思われる点として、⼦どもの個⼈情報等の取扱、特定個⼈への働きか
けが可能となる個⼈関連情報、⾝体的特徴に係るデータ（顔特徴データ
等）の論点も残っている



個⼈情報保護法⾒直しの論点 ー 同意規制の在り⽅
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第４回データ利活⽤制度・システム検討会資料２

• ⽣成AIの開発に関する同意規制のあり⽅については、統計作成等の⼀般的分析全般につい
ての同意のあり⽅となっていることに留意。なお、⽣成AIとの関係では、著作権法30条の
4の例外規定の対象となる場合を含められるよう⼯夫しており、PETｓ（プライバシー強化
技術の）利⽤に当たっても第三者提供などの側⾯で例外規定になる可能性がある

• 要配慮個⼈情報のインターネット等からの取得だけに限らず、⼀定の⽬的外利⽤・第三者
提供禁⽌の義務付けなどを前提に個⼈情報の第三者提供も認めている

• 契約履⾏等の際の同意不要の点は、GDPRと⽐較しても⽇本の既存の同意規制が硬直的
だったか



個⼈情報保護法⾒直しの論点 ー 同意規制の在り⽅
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第４回データ利活⽤制度・システム検討会資料２

• ⽣命等の保護、公衆衛⽣例外は、これまでも少しずつ利⽤できる場⾯が⽰されてきていた
が、⼗分に使いにくいところがあったもの。今回は⼀定の範囲で整備がされるが、⼀般的
な利活⽤の基盤というよりは、⼀定の場⾯の応急処置的な利⽤になるとも思われる

• 病院等への学術研究例外の依拠については、医療分野では歓迎される側⾯はあると思われ
るものの、現状の案⽂では、⺠間企業を広く含めることまでは想定されていないように⾒
受けられる



本⼈同意を要さないデータ利活⽤に関する諸外国の状況
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出典︓個⼈情報保護医委員会第284回個⼈情報保護委員会提出資料２



個⼈情報保護法⾒直しの論点 ー こどもの個⼈情報
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出典︓内閣官房 デジタル⾏財政改⾰会議 第４回データ利活⽤制度・システム検討会資料２

• ⼦どもの個⼈情報等については、事業者の中では年齢の閾値にも関⼼があったところがあ
るが、GDPRや既存Q&Aとの連続性を踏まえ16歳となっている

• 本⼈からの情報収集をどの程度⾏っておくべきか、また同意取得に当たってのプロセスの
整備など、具体的な画⾯遷移・業務プロセスへの影響も多いと思われることから、実務的
に影響が⼤きいと思われる



こどもの個⼈情報に関する諸外国の状況
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出典︓個⼈情報保護医委員会第280回個⼈情報保護委員会提出資料１

• ⼦どもの個⼈情報等については、欧州だけでなく、⽶国等も含めて執⾏例が多くなってお
り、諸外国での個⼈情報に関する執⾏の中でも特に強調されることが多い

• GDPRの施⾏前よりCOPPAなどの整備がされているなど、⽶国においても連邦レベルでも
対策がされている必ずしも多くない分野の⼀部でもある

• ⽇本国内でも、学習塾での塾⽣の情報のSNS送信等の利⽤があり、⾏政指導が⾏われた事
案が⽣じている。また教育関連でも学校でのウェアラブル端末の装着での健康管理に利⽤
する、授業の集中度を図るなどの事案で、⼤きな社会的反響が⽣じていた



こどもの個⼈情報に関する諸外国の状況
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出典︓個⼈情報保護医委員会第280回個⼈情報保護委員会提出資料１



個⼈情報保護法⾒直しの論点 ー 働きかけ可能な個⼈関連情報
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出典︓2025年2⽉19⽇個⼈情報保護委員会「個⼈情報保護法の制度的課題に対する考え⽅について（個⼈データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに適切に対応した規律の在り⽅）」

• 個⼈関連情報、匿名加⼯情報、仮名加⼯情報について、不適正利⽤（注１）及び不正取
得規制（注２）を適⽤しようとするもの
 注1 法19条︓ 個⼈情報取扱事業者は、違法⼜は不当な⾏為を助⻑し、⼜は誘発するおそれ

がある⽅法により個⼈情報を利⽤してはならない
 注2 法20条︓個⼈情報取扱事業者は、偽りその他不正の⼿段により個⼈情報を取得してはな

らない。２ 個⼈情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本⼈の同意を得
ないで、要配慮個⼈情報を取得してはならない。

（以下引⽤）
1. 特定の個⼈に対する働きかけが可能となる個⼈関連情報に関する規律の在り⽅
• 特定の個⼈に対して何らかの連絡を⾏うことができる記述等である電話番号、メールアドレス、Cookie ID 等

を含む情報については、当該情報が個⼈情報に該当しない場合であっても、当該個⼈への連絡を通じて当該個
⼈のプライバシー、財産権等の権利利益の侵害が発⽣（注１）し得る上、当該記述等を媒介として秘匿性の⾼
い記述等を含む情報を名寄せすることにより、プライバシー等が侵害されたり、上記連絡を通じた個⼈の権利
利益の侵害がより深刻なものとなったりするおそれ（注２）がある。このような記述等が含まれる個⼈関連情
報（注３）について、個⼈の権利利益の 侵害につながる蓋然性の特に⾼い⾏為類型である不適正利⽤及び不正
取得に限っ て、個⼈情報と同様の規律を導⼊することとしてはどうか。また、上記のような記 述等が含まれる
仮名加⼯情報及び匿名加⼯情報（注４）についても同様の趣旨が当てはまることから、同様の規律を導⼊して
はどうか。
 注１︓例えば、メールアドレス等を⽤いて、有名企業等をかたったメール等を個⼈に送信し、当該メールの本⽂に記載

したフィッシングサイトのURL にアクセスさせて認証情報やクレジットカード情報等を窃取する事例等が挙げられる。
 注２︓例えば、オンラインメンタルヘルスカウンセリングサービスを運営する事業者が、ユーザーから取得したメール

アドレス及び健康情報を、治療⽀援等のためにのみ利⽤し第三者に共有しない旨等を約していたにもかかわらず、広告
⽬的で第三者に提供する事例等が挙げられる。

 注３︓具体的には、特定の個⼈の所在地（住居、勤務先等）、電話番号、メールアドレス、Cookie ID等の記述等（こ
れを利⽤して特定の個⼈に対して連絡を⾏うことができるものに限る。）を含む個⼈関連情報等を規律の対象とするこ
とを想定している。

 注４︓具体的には、注３の記述等を含む仮名加⼯情報・匿名加⼯情報等を規律の対象とすることを想定している。

• ⾏政機関等についても同様の改正を⾏うこととしてはどうか。



個⼈情報保護法⾒直しの論点 ー 顔特徴データ等
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出典︓2025年2⽉19⽇個⼈情報保護委員会「個⼈情報保護法の制度的課題に対する考え⽅について（個⼈データ等の取扱いの態様の多様化等に伴うリスクに適切に対応した規律の在り⽅）」

• ⽣体データのうち個⼈識別符号に該当するものはプライバシー等の侵害に繋がりやすい
として、取扱いの透明性を求める⽅針（顔写真⾃体は特徴量が抽出されておらず、個⼈
識別符号となる加⼯がされていないため、直ちにこの規律の対象にはならない）

• 同意取得でなく、周知要件のみとした点については、利活⽤について⼀定程度個⼈情報
保護委員会が配慮した側⾯もあるとも思われる。他⽅で、広範な利⽤停⽌等請求に加え、
オプトアウト禁⽌となるので、個⼈識別情報である顔特徴データについては、同意に基
づく第三者提供が求められることになる



謝辞ー本スライド作成協⼒
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• 本スライドを作成するにあたり、⽻深宏樹弁護⼠（京都⼤学⼤学院法学研究科 特任教授
／スマートガバナンス株式会社 代表取締役CEO）にご協⼒をいただきました。

• また、以下の⽅々にもご協⼒をいただきました。この場を借りてお礼申し上げます。あ
りがとうございました。

 ⾕崎研⼀弁護⼠（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業シニアパートナー弁護⼠
／プロトタイプ政策研究所副所⻑）

 藤原理弁護⼠（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業パートナー弁護⼠）
 都築翔弁護⼠（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業パートナー弁護⼠／プロト

タイプ政策研究所主任研究員）
 ⼤⾨由佳弁護⼠（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業アソシエイト弁護⼠／プ

ロトタイプ政策研究所主任研究員）
 荏畑⿓太郎弁護⼠（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業アソシエイト弁護⼠／

プロトタイプ政策研究所主任研究員）
 乾直⾏弁護⼠（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業アソシエイト弁護⼠／プロ

トタイプ政策研究所主任研究員）
 松⽥⼀星弁護⼠（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業アソシエイト弁護⼠／プ

ロトタイプ政策研究所主任研究員）



ご清聴ありがとうございました。
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